
 

 

第一六四回 

閣第五号 

   国有林野事業特別会計法の一部を改正する法律案 

 国有林野事業特別会計法（昭和二十二年法律第三十八号）の一部を次のように改正す

る。 

 第一条第三項中第二号を削り、第三号を第二号とし、同条第四項中「及び第二号」を

削り、「事業で、国が施行するもの及び都道府県又は都道府県知事が施行し、かつ、こ

れに要する費用の一部を国が負担し、又は補助するもの」を「事業」に改める。 

 第二条の二を削る。 

 第三条中「国有林野事業勘定」を「この会計」に、「この勘定」を「この会計」に、

「以て」を「もつて」に改める。 

 第四条第一項を次のように改める。 

  この会計の経理は、現金の収納又は支払の事実にかかわらず、財産の増減及び異動

の事実に基づいて行う。 

 第四条第二項中「国有林野事業勘定」を「この会計」に改める。 

 第五条第一項中「国有林野事業勘定」を「この会計」に、「事業施設費」を「国有林

野事業に係る事業施設費」に、「この勘定」を「この会計」に、「発行し又は借入金を

なす」を「発行し、又は借入金をする」に改める。 

 第六条第一項中「国有林野事業勘定」を「この会計」に、「運転資金」を「国有林野

事業に係る運転資金」に、「この勘定」を「この会計」に、「一時借入金をなし」を

「一時借入金をし、」に改め、同条第二項ただし書中「この勘定」を「この会計」に改

める。 

 第八条中「国有林野事業勘定」を「この会計」に改める。 

 第十九条を第二十一条とする。 

 第十八条中「国有林野事業の運営」を「国有林野事業及び直轄治山事業の運営」に、

「国有林野事業勘定」を「この会計」に、「調査をなす」を「調査をする」に改め、同

条を第二十条とする。 

 第十七条第三項中「国有林野事業勘定」を「この会計」に、「運転資金」を「国有林

野事業に係る運転資金」に、「一時借入金の借入」を「一時借入金の借入れ」に改め、

同条を第十九条とする。 

 第十六条の二を削る。 

 第十六条第一項中「国有林野事業勘定」を「この会計」に、「支出済」を「支出済

み」に改め、同条第二項中「繰越」を「繰越し」に改め、「財政法」の下に「（昭和二

十二年法律第三十四号）」を加え、同条第三項中「繰越をなした」を「繰越しをした」

に改め、同条を第十八条とする。 

 第十五条第二項中「左の書類を添附しなければ」を「次の書類を添付しなければ」に



 

 

改め、同項第二号中「の国有林野事業勘定」を削り、同項第三号中「治山勘定の」を

「直轄治山事業に係る」に改め、同条を第十七条とする。 

 第十四条中「作製し」を「作成し」に改め、同条を第十六条とする。 

 第十三条第一項及び第二項中「国有林野事業勘定」を「この会計」に改め、同条を第

十五条とする。 

 第十二条中「国有林野事業勘定」を「この会計」に改め、同条を第十四条とする。 

 第十一条の二を削る。 

 第十一条第二項中「左の書類を添附しなければ」を「次の書類を添付しなければ」に

改め、同項第二号中「前前年度の国有林野事業勘定」を「前々年度」に改め、同項第三

号中「の国有林野事業勘定」を削り、同項第四号中「前前年度の治山勘定の」を「前々

年度の直轄治山事業に係る」に改め、同項第五号中「治山勘定の」を「直轄治山事業に

係る」に改め、同項第六号中「見込」を「見込み」に改め、同条を第十三条とする。 

 第十条の二を削る。 

 第十条中「、国有林野事業勘定及び治山勘定に区分し、各勘定において」を削り、同

条を第十二条とする。 

 第九条中「作製し」を「作成し」に改め、同条を第十一条とする。 

 第八条の三及び第八条の四を削る。 

 第八条の二中「経費の額に相当する」を削り、「国有林野事業勘定」を「この会計」

に改め、同条第一号及び第二号中「政令で定めるもの」の下に「に相当する金額」を加

え、同条第三号中「経費」の下に「に相当する金額」を加え、同条第四号及び第五号中

「政令で定めるもの」の下に「に相当する金額」を加え、同条に次の一号を加える。 

 六 直轄治山事業に関する費用で国庫が負担するもの及び第一条第三項第二号の事業

に関する事務取扱費の額に相当する金額 

 第八条の二に次の一項を加える。 

  前項第六号の規定による繰入れは、予算の範囲内において、政令で定めるところに

より行うものとする。 

 第八条の二を第九条とし、同条の次に次の一条を加える。 

第十条 直轄治山事業に係る地方公共団体の負担金は、この会計の歳入とする。 

 附則第五条を削る。 

 附則第五条の二第一項中「国有林野事業勘定」を「この会計」に改め、「以外の」の

下に「国有林野事業に係る」を加え、「この勘定」を「この会計」に、「借入金をな

し」を「借入金をし、」に改め、同条第三項中「以て」を「もつて」に改め、同項ただ

し書中「但し」を「ただし」に、「国有林野事業勘定」を「この会計」に改め、同条第

六項を削り、同条を附則第五条とする。 

 附則第六条を削る。 

 附則第五条の三第一項中「第十三条第二項」を「第十五条第二項」に、「国有林野事



 

 

業勘定」を「この会計」に改め、同条第二項中「第十三条第三項」を「第十五条第三

項」に改め、同条を附則第六条とする。 

 附則第七条を次のように改める。 

第七条 日本電信電話株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の整備の促進に

関する特別措置法（昭和六十二年法律第八十六号）第七条第六項の規定により産業投

資特別会計社会資本整備勘定からこの会計に繰入れを行う場合における第九条第一項

第六号の規定の適用については、同号中「金額」とあるのは、「金額（日本電信電話

株式会社の株式の売払収入の活用による社会資本の整備の促進に関する特別措置法

（昭和六十二年法律第八十六号）第七条第六項の規定により産業投資特別会計社会資

本整備勘定から繰り入れられる金額を除く。）」とする。 

 附則第八条から第十五条までを削る。 

 附則第十六条中「治山勘定」を「この会計」に改め、同条を附則第八条とする。 

 附則第十七条中「治山勘定」を「この会計」に改め、同条を附則第九条とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、平成十八年四月一日から施行する。 

 （経過措置） 

第二条 改正後の国有林野事業特別会計法（以下「新法」という。）の規定は、平成十

八年度の予算から適用し、平成十七年度の収入及び支出並びに同年度以前の年度の決

算に関しては、なお従前の例による。この場合において、改正前の国有林野事業特別

会計法（以下「旧法」という。）に基づく国有林野事業特別会計（以下「旧特別会

計」という。）の治山勘定において、平成十七年度の歳入歳出の決算上剰余金を生じ

たときは、当該剰余金のうち旧法第一条第三項第二号に係るものに相当する金額は一

般会計に繰り入れ、その他の金額は新法に基づく国有林野事業特別会計（以下「新特

別会計」という。）の平成十八年度の歳入に繰り入れるものとする。 

２ 新法第十三条第二項の規定により新特別会計の予算に添付すべき前々年度又は前年

度に係る書類については、平成十八年度（前々年度に係る当該書類については、平成

十九年度を含む。）の予算に限り、同項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この法律の施行の際旧特別会計の治山勘定及び国有林野事業勘定に所属する権利義

務のうち、旧特別会計の治山勘定に所属する権利義務で旧法第一条第三項第二号に係

るものは一般会計に、旧特別会計の治山勘定に所属する権利義務で旧法附則第十三条

第一項に規定する貸付けに係るものは産業投資特別会計社会資本整備勘定に、その他

の権利義務は新特別会計に帰属するものとする。 

４ 旧特別会計の平成十七年度の歳出予算の経費の金額のうち、財政法（昭和二十二年

法律第三十四号）第十四条の三第一項若しくは第四十二条ただし書又は旧法第十六条

の規定により繰越しをするものであって旧法第一条第三項第二号に係るものは一般会



 

 

計に、その他のものは新特別会計に繰り越して使用することができる。 

 （国有林野事業の改革のための特別措置法の一部改正） 

第三条 国有林野事業の改革のための特別措置法（平成十年法律第百三十四号）の一部

を次のように改正する。 

  目次中「第二十二条」を「第二十条」に改める。 

  第十条第一項中「国有林野事業特別会計の国有林野事業勘定（以下「事業勘定」と

いう。）においてその事務を取り扱う治山事業」を「国有林野事業特別会計法第一条

第三項第一号に規定する直轄治山事業」に改める。 

  第十五条第一項中「事業勘定」の下に「（国有林野事業特別会計法の一部を改正す

る法律（平成十八年法律第▼▼▼号）による改正前の国有林野事業特別会計法に基づ

く国有林野事業特別会計の国有林野事業勘定をいう。次条第一項において同じ。）」

を加える。 

  第十六条第二項中「第十九条及び第二十一条」を「第十八条及び第十九条」に改め

る。 

  第十八条を削る。 

  第十九条第一項中「事業勘定」を「国有林野事業特別会計」に、「この勘定」を

「同特別会計」に改め、同条第二項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定による借入金については、国有林野事業特別会計法第五条第一項の規

定による借入金とみなして、同条第二項並びに同法第七条及び第八条の規定を適用

する。 

  第四章第二節中第十九条を第十八条とする。 

  第二十条を削る。 

  第二十一条中「事業勘定の」を「国有林野事業特別会計の」に、「事業勘定に」を

「同特別会計に」に改め、同条を第十九条とする。 

  第二十二条中「事業勘定」を「国有林野事業特別会計」に、「第十二条第二項」を

「第十四条第二項」に改め、同条を第二十条とする。 

 （国有林野事業の改革のための特別措置法の一部改正に伴う経過措置） 

第四条 この法律の施行前に前条の規定による改正前の国有林野事業の改革のための特

別措置法第十八条第一項又は第十九条第一項の規定により借り入れた借入金について

は、新法第五条第一項の規定による借入金とみなして、新法第七条の規定を適用する。 

 （一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関する法

律の一部改正） 

第五条 一般会計における債務の承継等に伴い必要な財源の確保に係る特別措置に関す

る法律（平成十年法律第百三十七号）の一部を次のように改正する。 

  第一条中「国有林野事業勘定」の下に「（国有林野事業特別会計法の一部を改正す

る法律（平成十八年法律第▼▼▼号）による改正前の国有林野事業特別会計法第二条



 

 

の二に規定する国有林野事業勘定をいう。）」を加える。 



 

 

     理 由 

 特別会計の見直しに伴い、国有林野事業特別会計の治山勘定を国有林野事業勘定と統

合するための規定の整備等を行う必要がある。これが、この法律案を提出する理由であ

る。 


